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論 説 

個人富裕層のタックス・コンプライアンスとその対応 

 

税務大学校教頭 

肥 後 治 樹 

 

◆SUMMARY◆ 

 税務大学校では、研究成果等を対外的に情報発信することを目的として 2011（平成 23）
年度より特別セミナーを開催（http://www.nta.go.jp/ntc/koza/index.htm）しており、2013

（平成 25）年においても 6月 3日（月）と 4日（火）に開催している。 

本稿は、6月 3日の同セミナーにおいて当校教頭の肥後治樹が「富裕層への対応について
－富裕層のタックス・コンプライアンスと課税を中心に－」と題して行った講演の内容を基
に、同氏から寄稿されたものであり、主として OECDの富裕層報告書に基づきながら、個人
富裕層のタックス・コンプライアンスやその対応等について、前半において、租税の所得再
分配機能に焦点を置いた我が国における「資産」課税の状況や所得再分配の状況について説
明し、後半においては、租税負担の軽減を図ろうとする動機について説明した上で、個人富
裕層のタックス・コンプライアンス及びその対応について、我が国における執行面、組織面、
制度面での状況を織り交ぜながら、概観している。（平成 25年 8月 30日税務大学校ホーム
ページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 

 

本内容については、全て執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式

見解を示すものではありません。 
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１ はじめに 

(1) 「富裕層」への課税強化の動き 

先進各国が慢性的な赤字財政に悩む中、「富
裕層」への課税強化の動きが見られるように
なっている。 

ここ 1、2 年だけでも、例えば、フランス
においては、2012（平成 24）年 8 月に、オ
ランド政権が提出した財政再建と税制改正を
目的とする 2012（平成 24）年度第 2次補正
予算法が成立し、同法により、前政権の決定
した付加価値税の増税が撤回され、富裕層や
大企業への課税が強化された(1)。また、アメ
リカにおいては、2013（平成 25）年 4月に、
オバマ大統領が予算教書を議会に提出し、そ
の中には、高所得者層への課税強化となる「バ
フェット・ルール」（所得 100 万ドル超の者
の税金が所得の 30％を下回らないようにす
る）の導入などが盛り込まれている(2) (3)。 

また、OECDにおいては、数年前から、（濫
用的）租税回避スキームの文脈において、個
人富裕層(4)への対応の必要性が指摘され(5)、
2009（平成 21）年 5月には、OECD租税委
員会は、個人富裕層等の税務コンプライアン
ス向上のための取組に関する報告書である
「税務コンプライアンスに関する個人富裕層
との協働（Engaging with High Net Worth 

Individuals on Tax Compliance）」（以下、
「OECD 富裕層報告書」という。）を公表し
た(6)。 

OECD富裕層報告書は、その中で、富裕層

に焦点を当てる理由として、納税者を公正か
つ平等に取り扱うことは税務行政の基本原則
であるが、資源の制約から、特定のカテゴリ
ーの納税者に焦点を当てる必要があり、個人
富裕層については、その理由として、①複雑
性、②税収（への影響）、③機会及び④法令遵
守の 4 つが挙げられる、としている(7)。この
うち、まず、「複雑性」については、個人富裕
層は、国家間での移動が容易であるがゆえに、
税務上の居所、租税条約の適用及び外国事業
体などの取扱いなどにおいて、その他の納税
者よりも複雑であり、また、個人富裕層は、
多くの非公開会社などを有し、信託や財団に
資産を分散するなど、複雑なビジネス上の取
決めを持ち、多様な収入源を持っており、多
くの課税対象となり得る、としている(8)。次
に、「税収」については、個人富裕層は、所得
税の大きな部分を負担しているなど、税収の
太宗が個人富裕層に依拠しており、例えば、
イギリスでは、納税者の上位 0.5%が所得税に
よる税収の 17%を占め、ドイツでは、納税者
の上位 0.1%が所得税による税収の 8%を占め、
アメリカでは、納税者の上位 1%が連邦所得
税の約 40%を占めており、また、相続税等に
ついては、（基礎）控除等を踏まえれば、個人
富裕層は、その他の納税者に比し、相対的な
貢献度は更に高くなっており、したがって、
税収への貢献度を見ても、個人富裕層に焦点
を当てることは、正当化される、としている(9)。
さらに、「機会」については、個人富裕層は、
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タックス・プランニングに精通しており、収
入源が多様で、支配する事業体が多国籍であ
ることなどから、租税回避を利用し得る機会
が多くなり、さらに、タックス・プロモータ
などへの依頼もしやすく、国家間を自由に移
動できる、という点もその誘因の一つとなろ
う、としている(10)。最後に、「法令遵守」に
ついては、多くの国において、個人富裕層は、
その所得等に比し、税負担が少ないという社
会的な認識があり、これは、必ずしも事実で
はないが、個人富裕層は、社会的な地位が高
く、有名人であることなどから、その他の納
税者よりもメディア等の注目を集めやすく、
特に、税務上の違反は一層注目を集めやすい
ため、納税者のコンプライアンスに与える影
響は大きい、としている(11)。 

(2) 本稿の構成 

そこで、本稿においては、OECD富裕層報
告書に基づきながら、個人富裕層のタック
ス・コンプライアンスやその対応等について、
①我が国における「資産」課税の状況や租税
の重要な機能の一つである所得再分配機能・
我が国における所得再分配の状況、②個人富
裕層への対応を検討するに当たって重要な租
税負担の軽減を図ろうとする動機、③個人富
裕層のタックス・コンプライアンス及び④個
人富裕層への対応について概観することとす
る。 

 

２ 「資産」課税の状況 

(1) 「富裕層」の状況 

「富裕層」については、メリル・リンチ、
クレディ・スイス等から各種の「富裕層レポ
ート」が出されている。 

まず、メリル・リンチ・ウェルス・マネジ
メント（Merrill Lynch Wealth Manage- 

ment）・キャップジェミニ（Capgemini）（以
下「メリル・リンチ」という。）の 2011（平
成 23）年版の「世界富裕層報告書（World 

Wealth Report）」は、「主な居住用不動産、

収集品、消費財及び耐久消費財を除いて 100

万米ドル以上の投資可能資産を保有する個
人」と定義される「富裕層｣について、2010

（平成 22）年に、世界の富裕層人口と金融資
産の伸びはより安定的な水準に達し、人口は
1,090万人となり、金融資産は 42兆 7,000億
ドルに達した、としている(12)。 

また、クレディ・スイス（Credit Suisse）
の 2012（平成 24）年度版の「世界富裕層報
告書（Global Wealth Report）」は、欧州債
務危機及び世界的な景気減速を背景に、世界
の家計の富の総額は 2011（平成 23）年央か
ら 2012（平成 24）年央の過去 12ヶ月間で、
現行米ドル為替ベースで 12.3兆ドル、前年比
で 5.2％減少し、223兆ドル（約 17,394兆円）
となり、地域別にみると、欧州の家計の富が
10.9兆ドル減少した結果、アジア太平洋地域
が欧州の総額を上回り、世界で最も富を保有
する地域となった、としている(13)。また、100

万米ドル以上の資産を保有する富裕層は、
2,900 万人となり、これは、世界の成人人口
の 1%に当たる富裕層が世界の家計の富の
40％近くを保有していることとなる、として
いる(14)。 

日本における富裕層の状況については、メ
リル・リンチは、2011（平成 23）年版の「ア
ジア太平洋地域富裕層報告書（Asian Pacific 

Wealth Report）」において、人口は 173 万
9,000人、金融資産は 4兆 1,350億ドル（約
362兆 9,695億円（1米ドル＝約 87.78円で
換算））とし、「日本はアジア太平洋地域で群
を抜いて最大の富裕層市場となっている。
2010 年末時点で日本は単独で同地域の富裕
層人口の 52.5％、資産の 38.2％を占めていた。
もっとも、同国のマクロ経済成長の減速と株
式市場パフォーマンスの相対的な低調さによ
る影響で、その伸びは他市場よりも緩やかな
ものにとどまった。」と分析している(15)。 

日本の富裕層の金融資産の内訳については、
現預金に 29％、債券に 26％、不動産（商業
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用不動産、不動産投資信託（REIT）、居住用
不動産（主たる住居を除く。）、未開発地、農
地及び「その他」を含む。）に 23％、株式に
19％、オルタナティブ投資（仕組み商品、ヘッ
ジファンド、デリバティブ、外貨、コモディ
ティ、プライベート・エクイティ、ベンチャ
ー・キャピタルを含む。）に 4％となってお
り(16)、これについては、「日本の富裕層は、
他のほとんどの市場よりも保守的であるもの
の、国内の低金利が長年（10年以上）にわたっ
て続くなかで、許容可能なリスクを取りつつ
卓越した利回りを探し回ることに習熟してき
た。また、日本の富裕層には、成熟した国内
市場で利用できる投資対象の選択肢が数多く
存在している。その結果、単純な株式以上の
投資商品を求める富裕層は、もっと複雑な仕
組み商品など、代わりとなる多くの金融商品
を選ぶことができる。仕組み商品は 2010 年
に、日本の富裕層によるオルタナティブ投資
のうち 26％を占め、平均の 22％を上回って
いた。」と評している(17)。また、日本の富裕
層による資産配分の地理的内訳については、
アジア太平洋地域に 41％、北アメリカ地域に
31％、南アメリカ地域に 14％、ヨーロッパ地
域に 11％、中東地域及びアフリカ地域にそれ
ぞれ 2％となっているとしている(18)。 

また、クレディ・スイスは、上述の 2012

（平成 24）年度版の「世界富裕層報告書」に
おいて、日本については、2012（平成 24）
年半ばまでの 1 年間でみると、2011（平成
23）年 3月の東日本大震災が景気にマイナス
影響を及ぼしているにもかかわらず、日本の
家計の富の総額は、対ドル円高進行の影響も
あり（前年比約 2.5%）、前年比 1.3％増の 28.1

兆ドル（約 2,190兆円）に拡大、世界第 2位
の座を維持し、過去 1年間で増加した富の総
額は 3,680億ドルと、世界の富の増加におい
て日本はアメリカ、中国に次いで第 3位の貢
献国となり、また、日本における成人 1人当
たりの富の平均総額は前年比 1%増の 26 万

9,708ドルで、世界第 5位の水準であり、日
本においては、100 万ドル以上の純資産を有
する富裕層は前年比で 8 万 3,000 人増加し
360万人とアメリカに続き世界第 2位となっ
た、としている(19)。 

なお、我が国の場合、個人富裕層の数は、
メリル・リンチの「世界富裕層報告書」等に
よれば、2004（平成 16）年 134万 3千人、
2005（平成 17）年 140万 6千人、2006（平
成 18）年 148万 4千人、2007（平成 19）年
151万 7千人、2008（平成 20）年 136万 6

千人、2009（平成 21）年 165万人、2010（平
成 22）年 173万 9千人であるとされており、
また、クレディ・スイスの富裕層レポートに
よれば、2008（平成 20）年 238万人、2009

（平成 21）年 312万 1千人、2010（平成 22）
年 358万 1千人、であるとされていて、後者
（クレディ・スイス）の方が前者（メリル・
リンチ）よりも多めの推計値となっており、
それぞれを上限、下限とみることもできる（図
１参照）。 

また、同様に、これらの個人富裕層につい
て、メリル・リンチやマッキンゼー＆カンパ
ニー（Mckinsey & Company）、オリバー・
ワイマン（OLVER WYMAN）、ボストン・
コンサルティング・グループ（Boston 

Consulting Group）の富裕層報告書を基に、
個人富裕層に係る財産総額の上限と下限を求
める（一部推計を含む。）と、上限については、
2004（平成 16）年 1,906兆 9,969億円、2005
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（平成 17）年 1,761兆 9,709億円、2006（平
成 18）年 1,616 兆 9,448 億円、2007（平成
19）年 1,471兆 9,188億円、下限については、
2005（平成 17）年 462兆 9,164億円、2006

（平成 18）年 427兆 9,814億円、2007（平
成 19）年 449兆 2,296億円、2008（平成 20）
年 328兆 5,799億円、2009（平成 21）年 364

兆 1,748億円、2010（平成 22）年 362兆 9,695

億円となる（図２参照）。 

(2) 課税の状況 

イ 租税の目的 

租税の目的については、公共サービスの
ための資金の調達機能や景気調整機能と並
んで「富裕な者からより多くの租税を徴収
し、それを各種の社会保障給付に充てる方
法」(20)によって行われる所得再分配（富の
再分配）機能が挙げられ、具体的には、累
進所得税や相続税の場面において見られ
る(21)。 

ロ 所得課税 

(ｲ) 包括的所得概念に基づく総合課税制

度 

所得課税に当たっては、取得型所得概念
の下において、所得の範囲をどのように構
成するかについては、人の担税力を増加さ
せる経済的利得は全て所得を構成すること
となり、したがって、反復的・継続的利得
のみではなく、一時的・偶発的・恩恵的利
得も所得に含まれることになる「包括的所
得概念」が、①一時的・偶発的・恩恵的利

得であっても、利得者の担税力を増加させ
るものである限り、課税の対象にすること
が、公平的負担の要請に合致する、②全て
の利得を課税の対象とし、累進税率の適用
の下に置くことが、所得税の再分配機能を
高めるゆえんである、③所得の範囲を広く
構成することによって、所得税制度の持つ
景気調整機能が増大するとの理由から、一
般的な支持を受けている(22)。我が国におい
ても、所得税法は、各種所得の金額の計算
においてそれぞれの担税力の相違を加味し
ようという考慮に基づき、所得をその源泉
乃至性質に応じて、譲渡所得・山林所得・
一時所得等の所得類型を設けているが、利
子所得乃至一時所得に含まれない所得を全
て雑所得として課税の対象とする旨を定め、
原則として各種所得の金額を合算し、それ
に一本の税率表を適用することとしている
から、所得の範囲は包括的に構成されてお
り、基本的に総合所得税であるといってよ
く(23) (24)、累進構造の税率を採用することと
相まって、所得の再分配の機能を有してい
ると言える。 

(ﾛ) 所得課税における再分配機能の制約 

しかしながら、所得課税においては、所
得の再分配機能の制約となる要素も見受け
られる。 

まず、租税理論においては、伝統的に、
所得を勤労性所得と資産性所得の 2つに分
けると、勤労性所得は身体が資本であり、
年齢や健康の制約があるほか、勤労時間に
よる余暇の制限や勤務地に通う便宜による
居住地の制限など所得を得るためには様々
な制限があるのに対し、資産性所得は、土
地・株式・利子などにみられるように、そ
のような制約は少ないと考えられることか
ら、一般的に勤労性所得は担税力が低く、
資産性所得は担税力が高いと言われてき
た(25)。 

しかしながら、実際の所得税制は、近年、
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経済のグローバル化を背景に、金融を中心
とする資産性所得は、「足のはやい所得」と
呼ばれ、税率が高いと所得は海外に逃避し
てしまうという危惧などから、勤労性所得
軽課・資産性所得重課というよりも、むし
ろ、資産性所得については、これを軽課し、
かつ、申告分離課税乃至源泉分離課税によ
り、総合課税の枠外に置かれる傾向にあ
る(26)。 

我が国においても、所得税制においては、
例えば、ほとんど全ての利子所得は所得税
法が定める総合課税からは外されて、独立
して 15%の比例税率で課税される分離課
税となっており、利子所得のほか、株式の
譲渡による所得、不動産の譲渡による所得、
商品先物取引に関する所得なども分離課税
の対象となっている(27)。 

この点に関し、例えば、利子所得に係る
一律源泉分離課税制度については、一応は
ほとんど全ての利子所得に漏れなく課税す
ることを実現し、我が国の税制として根づ
いているとも評価できるが、他方でその制
度の骨格は比例税率による分離課税である
から、垂直的公平の観点からは、依然とし
て問題を抱えている、との指摘もある(28)。 
その結果、申告納税者の所得税負担率
（2008（平成 20）年分）をみると、株式
等の保有が高所得者に偏っていることや、
分離課税となっている金融所得に軽課して
いること等により、高所得者で所得税の負
担率は低下しており（図３参照）(29)、税率

構造の累進性が低下したままなので、所得
税による所得再分配機能は近年低下してい
る(30)。 

次に、社会保険料等の社会保障拠出が
「所得」を基準としつつ、その賦課基準に
ついて、所得税の場合と異なり、上限が設
けられていると、上限を超える所得は社会
保障拠出の対象とならず、また、富裕層の
重要な収入源である場合が多い資産性所得
は、大部分の社会保障拠出の対象となって
いない場合が多いので、結果的に、低・中
所得層の多くの者が、富裕層より高い限界
「税率」を適用される状況が生じ得る(31)。 
さらに、高額所得者のかなりの部分を自
営業者が占めるが、これらの者は、事業に
対する減税措置を利用して合法的に義務を
免れたり、所得を過少申告して不法に免れ
たりするなど、一般に他の納税者層（特に
源泉課税される者）より納税義務を免れや
すいと言われ(32)、また、高額所得者は、高
い税率を免れるために、しばしばタック
ス・プランニングを用いて、課税所得を圧
縮し、税額を軽減しているとされる(33)。 

なお、累進所得税による所得再分配機能
については、所得が完全に平等に分配され
ている社会も望ましいものではなく、人よ
り懸命に働いている人や才能に恵まれてい
る人はより多くの所得を得て当然であり、
実際に重要なのは機会の平等であり、結果
の平等ではない、という反論もあり得る
し(34)、また、所得税における累進税率は、
生産性のより高い部分に対する重課を意味
するから、もっとも生産的な人々の労働意
欲を阻害し、その結果、経済全体の効率性
を低下させることになる、という見方もあ
る(35)。 

ハ 資産課税 

(ｲ) 意義(36) 

資産課税とは、資産の取引、保有、移転
の各段階において課税される税であり、資
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産の取引に対する課税とは、不動産所得税
や有価証券取引税等のように、資産の売買
に対する課税であり、資産の保有に対する
課税は、固定資産税等のように、資産（主
として、土地・建物等の不動産）の保有に
対する課税であり、資産の移転に対する税
は、相続税や贈与税のように、遺産あるい
は贈与としての資産の移転に対する課税で
ある。 

これらの資産の取引、保有、移転の各段
階における課税については、まず、資産の
保有に対する課税の根拠については、能力
説に基づく根拠、便益説に基づく根拠及び
富の集中を防ぐという観点があり、このう
ち、富の集中を防ぐという観点については、
資産の保有に対する課税は、富の集中を減
少させることにおいて、社会的にも、政治
的にも望ましいとされる。また、相続税や
贈与税といった資産の移転に対する課税の
根拠については、財産の社会への返還説、
財産のより平等な分配の観点、便益説の観
点、所得税の一部としての相続税があり、
このうち、財産のより平等な分配の観点に
ついては、財産の分配の不平等さは所得の
分配の不平等さよりも大きいと考えられる
ところ、財産の分配の不平等度が大きいこ
とは、民主主義的社会の政治的基盤を弱め
る弊害を有するし、所得の不平等の原因で
もある。そして、相続制度は、富裕な親の
子供として生まれるか、財産を持たない、
あるいは財産を残さない親の子供として生
まれるかという全くの偶然によって財産の
分配の不平等を生ぜしめる最大の原因の一
つであるから、相続税は、このような不合
理な財産の分配の不平等を是正する有効な
方法である。 

相続税は、人の死亡による財産が移転す
る機会に課される租税であり、その課税根
拠については、相続等により相続人等が得
た偶然の富の増加に対し、その一部を税と

して徴収することで、相続等を受けた者と
受けなかった者との間の負担の均衡を図り、
併せて富の過度の集中を抑制するという
「富の集中排除機能」に加え、被相続人等
がそれまでにおいて受けた税制上の特典、
その他による負担の軽減などにより蓄積し
た財産を、相続等による財産の移転の際に
清算するという「所得税の補完機能」も併
せ持つと考えられる。 

この点に関し、相続税の課税方式には、
大別して被相続人の遺産に焦点を当て、遺
産の総額に対して課税する方式である英米
系の遺産課税方式と、個々の相続人等が相
続する遺産に焦点を当て、それらの者が相
続した財産に対して課税する方式である大
陸系の遺産取得課税方式の 2つの方式があ
るところ、上述の相続税の課税根拠に照ら
せば、遺産課税方式は、「所得税の補完機能」
によりその根拠を置くものと考えられ、遺
産取得課税方式は、「富の集中排除機能」に
よりその根拠を置くものと考えられる。 

また、贈与税は、贈与によって財産が移
転する機会にその財産に対して課される租
税であるが、相続税の補完税としての性質
も持っている。すなわち、相続税のみが課
されている場合には、生前に財産を贈与す
ることによって、相続税の負担を回避する
ことが容易であるため、そのような相続税
の回避を防止する機能も持っており、事実、
歴史的な経緯を見ると、贈与税は、このよ
うな相続税の補完として導入されたことが
多いとされる。 

(ﾛ) 相続税における「富の集中排除機能」

の制約 

上述のように、相続税についても、富の
集中排除機能、即ち、所得の再分配機能を
有しているが、その所得の再分配機能の制
約となる要素がある。 

まず、相続税における遺産課税方式と遺
産取得課税方式の違いは、そもそも、「死」
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に係る私法が、資産、権利及び負債が死亡
により故人からその相続人へ直接承継する
大陸法国と、資産、権利及び負債は遺産そ
のものとして法的主体を構成し、これを代
表者である遺言執行人が清算後、純資産を
相続人に承継する間接承継の原則を採用す
る英米法国に大別されることに関連付けら
れ(37)、そのことから、国境を越える相続に
おいては、まずどの（どこの国の）私法が
適用されるかという問題が生じ、この私法
の違いにより、課税対象者、課税時期及び
遺産から発生する所得の所有者といった基
本的な課税関係が異なってくる、という問
題を招来する(38)。つまり、「死」を契機と
する租税については、まず、「死」に基因す
る課税を行わない国があり、さらに、「死」
を契機とする租税としては、「死」に係る私
法の違いに関連して、遺産取得課税方式を
採る相続税と相続税遺産課税方式を採る遺
産税を課す国があることになる(39)。 

このように、各国は、遺産、相続財産に
課税する場合に、異なる課税方式や基準を
用いており、相続課税問題は、所得課税の
場合よりも複雑になり、国際的な重複課税
が生じる一方で、国際的租税回避が行われ
ることも多く(40)、後者の場合は、相続税に
よる「富の集中排除機能」を阻害する要因
になりかねない。 

また、人の死亡を起因とする財産の移転
については、例えば、現住居以外の敷地を
相続した者の平均年齢が過去 15 年間で約
7歳上昇して約 63歳となるなど、土地の相
続が高齢者間で行われる、いわゆる「老々
相続」が珍しくない状況になってきてい
る(41)ように、高齢化の進展に伴って、相続
による次世代への資産移転の時期が従来よ
り遅れてきており、また、高齢者の保有す
る資産の有効活用を通じて経済社会の活性
化に資するといった社会的要請もあり(42)、
世代間の資産移転の重要性が指摘されてい

る。そのため、資産課税の枠組みにおいて、
政策的な観点から、世代間の資産移転を促
進する措置が講じられている。 

具体的には、贈与税については、「暦年
課税」とは別に、一定の要件に該当する場
合に、贈与時に贈与財産に対する贈与税を
納め、その贈与者が亡くなった時にその贈
与財産の贈与時の価額と相続財産の価額と
を合計した金額を基に計算した相続税額か
ら、既に納めたその贈与税相当額を控除す
ることにより贈与税・相続税を通じた納税
を行う「相続時精算課税」を選択すること
ができるが、これは、生前贈与を容易にし
て、次世代への資産の移転を促進するため
に、2003（平成 15）年度改正で創設され
たものである(43)。 

また、2012（平成 24）年 1月 1日から
2014（平成 26）年 12月 31日までの間に、
父母や祖父母などの直系尊属から住宅取得
等資金の贈与を受けた受贈者が、贈与を受
けた年の翌年 3 月 15 日までにその住宅取
得等資金を自己の居住の用に供する家屋の
新築若しくは取得又はその増改築等の対価
に充てて新築若しくは取得又は増改築等を
し、その家屋を同日までに自己の居住の用
に供したとき又は同日後遅滞なく自己の居
住の用に供することが確実であると見込ま
れるときには、住宅取得等資金のうち一定
金額について贈与税が非課税となる「住宅
取得等資金の非課税制度」(44) (45)も同様に次
世代への資産の移転を促進するために創設
されたものである(46)。 

さらに、子や孫に対する教育資金(47)の一
括贈与に係る贈与税について、子・孫ごと
に 1,500万円までを非課税とする「教育資
金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置」
も創設されたが、これも、60歳以上の世代
が資産全体の 6割を保有する中で、こうし
た資金を若年世代に移転させるとともに、
教育・人材育成をサポートするため、子や
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孫に対し行われる教育資金の贈与について
一定の額を非課税とする措置を講ずるため
に行われたものである(48)。 

これらの世代間の資産移転の促進につ
いては、若年家計の住宅購入と世代間移
転・不確実性の関係に着目した住宅購入タ
イミングの分析により、親世代からの世代
間移転(資産の贈与)、労働市場の不確実性、
近年の贈与税制の変更、といった要因が若
年家計の住宅購入確率に与える影響を検証
した分析(49)によれば、①世代間移転として
の贈与は住宅購入確率を上昇させる効果を
持つ、②生前贈与促進を目的とする近年の
税制変更は、いずれも住宅購入を促進させ
る効果を持つ、③労働市場の不確実性は住
宅購入確率に対して負の効果を持つ、④不
確実性の増大による住宅購入の先送り効果
は親からの贈与によって部分的に相殺され
る、という 4 点が明らかになっている(50)

が、同時に、相対的に資産を多く持つ個人
が子世代に贈与を行い、かつ贈与を受けた
家計が（そうでない家計に比べて）より高
額の住宅を取得しているのであれば、贈与
は世代を通じて資産格差を継続させる効果
を持つ可能性がある(51)。 

(ﾊ) 個人富裕層に対する資産課税の状況 

上記「(1) 「富裕層」の状況」で推計し
た我が国における個人富裕層の上限値及び
下限値を基に、それぞれに各年の死亡率を
乗じて個人富裕層の死亡者数、すなわち、
相続税の「課税人員」を推計すると、上限
を画するクレディ・スイスの場合、2009（平
成 21）年 2万 1千人、2010（平成 22）年
2万 9千人、2011（平成 23）年 3万 5千
人となり、下限を画するメリル・リンチの
場合、2004（平成 16）年 1万 1千人、2005

（平成 17）年 1万 2千人、2006（平成 18）
年 1万 3千人、2007（平成 19）年 1万 3

千人、2008（平成 20）年 1万 2千人、2009

（平成 21）年 1万 5千人、2010（平成 22）

年 1万 6千人となる。これに対して相続税
の課税人員の実績値は、2004（平成 16）
年 4万 3千人、2005（平成 17）年 4万 5

千人、2006（平成 18）年 4万 5千人、2007

（平成 19）年 4万 7千人、2008（平成 20）
年 4万 8千人、2009年（平成 21）4万 6

千人、2010（平成 22）年 5 万人であると
ころ、「富裕層」の定義等が異なるので、単
純に比較できないという点について十分留
意する必要があるが、メリル・リンチ及び
クレディ・スイスの富裕層レポートに基づ
いた富裕層の数を前提とすると、数値上は、
個人富裕層のほとんどは相続税の申告を
行っている、という見方もできる（図４参
照）（もっとも、上述の定義には、個人の自
宅（居住用不動産）は含まれないことなど
も考慮する必要はある。）。 

また、同様に、上記「(1) 「富裕層」の
状況」で推計した我が国における個人富裕
層に係る財産総額の上限値及び下限値を基
に、各年の死亡率をそれぞれ乗じて死亡し
た個人富裕層に係る財産総額を求めると、
上限については、2004（平成 16）年 15兆
3,501億円、2005（平成 17）年 14兆 9,460

億円、2006（平成 18）年 12兆 7,098億円、
2007（平成 19）年 12兆 7,419億円、下限
については、2005（平成 17）年 3兆 9,267

億円、2006（平成 18）年 3兆 6,288億円、
2007（平成 19）年 3兆 8,888億円、2008

（平成 20）年 2兆 9,307 億円、2009（平
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成 21）年 3兆 3,479億円、2010（平成 22）
年 3兆 3,929億円となる。 

これに対して相続税の課税価格の実績
値は、2004（平成 16）年 9兆 8,618億円、
2005（平成 17）年 10兆 1,953億円、2006

（平成 18）年 10兆 4,056億円、2007（平
成 19）年 10 兆 6,557 億円、2008（平成
20）年 10兆 7,482億円、2009（平成 21）
年 10 兆 1,230 億円、2010（平成 22）年
10兆 4,630億円であり、これを見ると、実
績値は、最小値は上回っており、最大値と
比較しても、6割から 8割程度となってお
り、この点についても、数値上は、個人富
裕層の資産は、ある程度課税対象となって
いると見ることもできる。 

(3) 所得再分配の状況 

イ OECD諸国の状況 

所得再分配の状況について、OECD諸国
における格差の状況を見ると、2008（平成
20）年に発表された OECD 報告書
『Growing Unequal?（格差は拡大してい
るか？）』によれば、OECD諸国の 4分の
3 以上で過去 20 年間に富裕層と貧困層の
格差は拡大しており、過去 20 年ほどの経
済成長は貧困層より富裕層に恩恵をもたら
していて、カナダ、フィンランド、ドイツ、
イタリア、ノルウェー、アメリカなどの国
では、富裕層と中間階級の格差も拡大し、
また、一般に所得分布の広がりが大きい国
ほど所得の貧困も広がっている(52)。 

また、2011（平成 23）年に公表された
OECD報告書『Divided We Stand: Why 

Inequality Keeps Rising（所得格差の中
で：なぜ格差は拡大し続けるのか）』によれ
ば、上記の OECD 報告書『格差は拡大し
ているか？』が明らかにした大半の OECD

諸国における富裕層と貧困層の格差の拡大
については、それから 3年が経過した後も
進み、先進国では、人口の上位 10%の富裕
層と下位 10%の貧困層の平均所得格差は

約 9 倍となっている(53)。 

このように、格差が拡大している要因に
ついては、①人口構成の変化（人口高齢化
そのものではなく成人単身世帯数の増加を
反映したもの）、②常勤労働者の所得格差の
拡大（グローバル化、技能偏重の技術革新、
労働市場関連の制度と政策に起因した高所
得者層の一層の高所得化の進展）、③資本所
得と自営所得の極めて不平等な分配が挙げ
られ(54)、中でも最も重要な要因は、賃金と
給与の不平等の拡大であり、大半の国で、
雇用者については、最も収入の高い 10%の
層が、最も収入の低い 10%の層より、勤労
報酬は急速に伸びている(55)。 

また、全体としては、1980年代半ば（昭
和 60年頃）～1990年代半ば（平成 2年頃）
の格差拡大傾向の主たる原因となっていた
市場所得格差の拡大に起因する大幅な不平
等の拡大は、税制と給付政策によってある
程度相殺されたが、1990年代半ば（平成 2

年頃）～2005（平成 17）年には、税制と
給付制度の再分配能力の低下が所得格差拡
大の主因となった(56)。 

先進国では、政府は格差拡大傾向を相殺
するため増税と社会給付増を行っており、
租税と給付制度が所得再分配等において果
たす役割は依然として重要であるが、その
実効性は、この10年間に低下しており(57)、
また、税制は給付に比べて、所得格差の是
正で果たす役割が小さく、特に、高い累進
所得税率と純資産税が廃止される動きが見
られる過去 20年はこれがあてはまる(58)。 

ロ 日本の状況 

2009（平成 21）年度年次経済財政報告
によれば、我が国においては、高齢化等の
影響で、当初所得における所得格差は拡大
傾向で推移しており、特に、「所得再分配調
査」に基づく当初所得のジニ係数は、1990

年代後半（平成 7年頃）以降、急速に上昇
しているのに対し、税・社会保障（医療等
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の現物給付を含む。）による再分配後の所得
のジニ係数は緩やかにしか上昇していない
ことから、この差は、所得再分配効果が強
まったことで説明され、さらに、このよう
なジニ係数の改善度に見られる所得再分配
効果を、社会保障による部分と税による部
分に分けてみてみると、①社会保障につい
ては、高齢化の影響、すなわち単純に高齢
者が増加したことによって年金、医療など
の給付が増加したことが大きい、②税につ
いては、所得税負担軽減の一環として行わ
れた所得税の最高税率の引下げや税率のフ
ラット化など、近年の税制改正の影響など
によって、その再分配機能が低下したため
と考えられることなどを背景に、社会保障
による改善度が高まっているのに対し、税
による改善度が低下している(59)。 

我が国の所得格差と再分配効果につい
て、OECD加盟国との比較で見ると、再分
配前と再分配後のジニ係数の水準は、①再
分配前所得で見ると、我が国は、OECD平
均をやや下回る程度である、②再分配後の
所得で見ると、我が国は、OECD平均をや
や上回った水準であり、このことから、我
が国の所得格差は再分配前では比較的小さ
いが、再分配後は相対的に格差が大きい状
態となっており、再分配効果はそれほど強
くないことが分かり(60)、このような再分配
効果のうち、税による部分と公的移転によ
る部分については、①公的移転による再分
配効果については、我が国は OECD 加盟
国の中では小さいグループに入る、②税に
よる再分配効果の大きさを見ると、我が国
は OECD 加盟国の中で最も小さい、③ど
の国でも公的移転による再分配効果が、税
によるそれを上回っており、特に我が国は、
税による再分配効果が極めて小さいため、
相対的に公的移転に対する依存度が高く
なっている(61)。 

 

３ 動機 

個人富裕層のコンプライアンス及びその対
応を検討するに当たっては、個人富裕層を含
め、一般に、租税負担の軽減を図ろうとする
動機を分析することも重要である。 

(1) 租税負担軽減に係る動機 

租税負担の軽減を図ろうとする動機につい
ては、やや極論ではあるが、「ひとはいかなる
ときにも、いかなる比率の、いかなる課税を
も、払いたがらない」(62)ということが考えら
れる。裁判例でも、脱税の動機として、「働い
て稼いだお金を税金として払うのは馬鹿らし
いなどという身勝手な考えから本件犯行に及
んだもの」と判示された事例(63)がある。その
背景には、「租税とは、・・・直接の反対給付
なしに強制的に私人の手から国家の手に移さ
れる富の呼称にほかならない」(64)、という租
税の性質があり、この租税を租税たらしめる
「強制性」と「無償性」こそが、租税が忌み
嫌われる理由であるということができる(65)。 
しかしながら、現実には、ほとんどの納税
者が多かれ少なかれ租税の負担に応じている
ことを踏まえると、租税負担の軽減について
は、租税を負担したくない、という動機だけ
では十分には説明がつかない。 

次に考えられるのは、租税の負担軽減に要
する費用と、そのことによって軽減され得る
租税額との比較衡量において、租税の負担軽
減に要する費用がそのことによって軽減され
る租税額よりも小さければ、租税の負担軽減
が図られる、ということである。分かりやす
く言えば、関所を通る際の「通行税」につい
て、要求される金額は、余り人の通らない別
のルートを迂回するためにかかる経費、「関所
破り」のコストにほぼ等しく、また、土地に
対する租税についても、他の土地に引っ越す
費用とほぼ等しく、所得に対する課税につい
ても、その金額の限界は、別の場所への移転
費用の額にほかならない、ということで、つ
まり、税金は、税金逃れにかかる費用とほぼ
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等しいのであり(66)、税金が税金逃れにかかる
費用よりも高ければ、人は税金逃れに走ると
いうことになる。この点をより精緻にすると、
「脱税の経済学」という議論になり、「その基
本的なモデルは、租税を納付することによる
コストと、脱税に対する制裁の期待値のコス
トを比較し、前者が後者を下回る場合に納税
者が納税協力を行う、というものである」と
され(67)、「税金逃れ」に要する費用について、
脱税が調査等によって発覚する確率等を基に
計算した脱税に対する加算税や罰金等の制裁
の期待値等も加えるもので、逆に言えば、納
税者が、前者（租税を納付することによるコ
スト）が後者（脱税に対する制裁の期待値の
コスト）を上回る場合には、脱税に走る、と
いうことになろう。 

実際、2000（平成 12）年にビジネス誌「フォ
ーチュン」が、大企業の税金対策部長 1,000

人を対象に調査したところ、46％が、彼らの
報酬の成果は、何よりもまず、企業への実質
課税率をどれだけ引き下げたかと云う基準に
よって査定されると答えており、また、16％
が、彼らの仕事の第一目標は、税金の支払い
方を、どう法律と調和させるかと云う研究だ
としているとのことで、もちろん、申告した
税金の真実性によって彼らの仕事が裁定され
ると答えた者は一人もいなかったとのことで
ある(68)。 

つまり、納税者にとっては、租税自体もコ
ストであると考えるならば、そのコストを節
減するための行為もその点だけを見れば十分
に「合理性」を持っていると考えることも可
能なのではないかと思われ、このことは、言
い換えれば、利益最大化を目標に、機械的に
法解釈を行っていくと、自ずと、租税をもコ
ストとみなして、経済行動が選択されてしま
うのではないか、と云う懸念である。これは、
あたかも、カーナビで目的地までの最短経路
を検索しようとするようなもので、今では、
自動車で移動する際にカーナビは欠かせない

が、カーナビについては、目的地を設定して、
そこまでの最短距離を求めようとすると、途
中に通学路や生活道路があろうが、そこを含
めて最短経路をはじき出すことになるように、
利益の最大化、費用の最小化を目指して機械
的に計算を行うと、脱税までも厭わない、と
いうことになりかねない。 

もっとも、「脱税の経済学」だけでも、脱税
の動機を十分に説明できるものではない。も
ちろん、脱税は、全くの違法行為であり、そ
の行為に対しては制裁が加えられるが、脱税
に対する制裁が小さく、検挙の可能性も小さ
いがゆえに、制裁の期待値は小さい(69)から、
単に利益最大化の観点からは、脱税も厭われ
ないはずであるが、実際には、全ての者が脱
税に手を染める訳ではなく、ほとんどの納税
者は多かれ少なかれ租税の負担に応じている。 
また、ここで留意する必要があるのは、租
税負担の軽減を図る方法には、少なくとも、
節税、租税回避、脱税という区分があり得る
が、租税負担の軽減を図る際に、その全ての
行為が行われるとは限らない、という点であ
ろう。租税負担を軽減する行為のうち、「節税」
は「租税法規が予定しているところに従って
税負担の減少を図る行為」であり、「租税回避」
は、「私法上の選択可能性を利用し、私的経済
取引プロパーの見地からは合理的理由がない
のに、通常用いられない法形式に対応する課
税要件の充足を免れ、もって税負担を減少さ
せあるいは排除すること」であり、「脱税」は
「課税要件の充足の事実を全部または一部秘
匿する行為」である(70)が、「節税」と「脱税」
の間にある「租税回避」とは、租税法規が予
定していない異常な法形式を用いて税負担の
軽減を図る行為である点で「節税」とは異な
り、また、課税要件の充足そのものを回避す
る行為である点で「脱税」とも異なり(71)、「節
税」が全くの合法、「脱税」が全くの違法であ
るのに対し、「租税回避」は「偽りや不正行為
でないとはいえ、通常でない法形式、いうな
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れば、グレーな行為を用いる」(72)ものであり、
一種のグレー・ゾーンであるとも言えよう。 

したがって、租税負担の軽減を図るに当
たっても、①あらゆる手段を講じて租税負担
の軽減を図ろうとする者、すなわち、脱税も
厭わない者もいれば、②脱税など危ない橋は
渡らず、また、グレー・ゾーンとも言える租
税回避行為にも手を染めず、合法的な節税を
駆使して適正に租税負担の軽減を図る者、③
脱税など違法な行為は行わないが、グレー・
ゾーンである租税回避は用いてて租税負担の
軽減を図る者に分かれるものと考えられる。 

(2) 遺産動機 

親子間の資産の移転に関しては、人が「遺
産をどのような動機付けで子孫に移転してい
るか」を明らかにする「遺産動機」という考
え方があり、人々は遺産動機を持っているの
か、また、遺産動機を持っているとしたら、
どのような遺産動機を持っており、それが親
や子の行動にどう影響するのか、を明らかに
することは、税制の有効性等を明らかにする
ことができ(73)、相続税などの税制のあり方を
検討する上でも重要である(74)。 

遺産動機の類型としては、まず、親は自ら
の老後の消費に充てるために貯蓄を行うが、
親は一定の確率で死亡してしまうため、その
貯蓄は必ずしも親が子のために意図的に貯蓄
を行なったものではないにもかかわらず、遺
産として子に移転されることになる、という
考え方があり、こうした遺産は、偶発的遺産
と呼ばれ、寿命の不確実性から起こる非自発
的遺産で意図せざる遺産である(75) (76)。この場
合、親は自らの老後のために貯蓄を行ってい
るのであり、自らが亡くなった後に遺産に課
税がなされても親の効用は変化せず、他方、
子にとっては、遺産は「たなぼた」にすぎず、
これに課税しても何ら歪みを生じないことか
ら、相続税を最大限課税することが税制全体
から見て最適ということになり、相続税率
100％が望ましい、ということになる(77)。 

次に、親は自分の子に対して（世代間の）
利他主義（愛情）を抱いており、親は子の幸
福を思って遺産を移転するとする考え方があ
り、これは、利他的遺産と呼ばれ、この場合、
人々は何の見返りもなくても遺産を移転する
はずであり(78) (79)、そのような場合、定常状態
にはゼロの相続税率が望ましい、ということ
になる(80)。 

さらに、親は子の幸福ではなく、子に遺産
を移転すること自体から効用を得るとの考え
方を「贈与の喜び」と呼び(81)、これは、遺産
を移転すること自体が親にとって喜びであり、
子供の効用は親にとって関心事ではなく、遺
産を移転するのは、「自分たちの老後の世話を
してくれるか否かにかかわらず、子供たちに
なるべく多く財産を残してやりたい」という
動機からであって(82)、親は子供たちの幸福で
はなく、子供たちに財産を残すこと自体から
効用を得ることになる。 

また、戦略的遺産動機とは、親が遺産を移
転するのは、子に親の面倒を見させようとす
るためであるとする考え方で(83)、遺産を移転
する者（親）は、潜在的な遺産受取人（子供）
の行動に影響を及ぼすように遺産を利用す
る(84)。これは、例えば、介護サービスの対価
として遺産を移転するという考え方であ
り(85)、子は遺産と引き換えに親の面倒を見る
ことになり、親が不動産等の主な遺産を、親
と同居した子に対して残すケースは、こうし
た遺産動機に基づくものとも考えられる(86)。 
(3) 「動機」の意味するもの 

租税負担の軽減を図ろうとする「動機」か
ら導かれることは、まず、信念を持っていか
なる税金も負担したくない、という動機に対
しては、地道なことではあるが、「租税はお互
いに負担し合うものだ」という認識を浸透さ
せる、ということであり、租税はお互いに負
担し合うものだと認識されると、租税抵抗が
弱まり、むしろ進んで納税されることにな
る(87)。また、租税の負担軽減に要する費用と、
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そのことによって軽減され得る租税額との比
較衡量から、租税負担の軽減を図ろうとする
動機に対しては、負担することとなる租税額
の軽減化と租税負担の軽減に要する費用の増
大化とが一種の対抗策となろう。つまり、関
所を通る際の「通行税」に例えれば、その「通
行税」の負担の軽減を図るとともに、「関所破
り」のコストをより嵩むものにする、という
ことである。さらに、遺産動機に関しては、
その遺産動機が親自身の老後の生活の不安や、
子の生活の不安に根ざすものであれば、その
不安を解消するための社会保障の充実等が一
種の対抗策となろう。 

 

４ 個人富裕層のコンプライアンス 

(1) 個人富裕層の特徴 

OECD富裕層報告書は、個人富裕層につい
ては、大口資産家と高額所得者の双方を含む
とした上で、次のような特徴があるとしてい
る。 

まず、大口資産家と高額所得者については、
資産は相続されるので、高額所得は、長年の
蓄積の結果、大口資産をもたらすという関連
はあるが、課税上の危険性（リスク）の内容
が異なるだけでなく、資産の形成・保全への
アプローチも異なり、したがって、その立場
により、用いようとする税務戦略の焦点が異
なる可能性があり、例えば、高額所得者の関
心は、所得税が中心であるのに対し、大口資
産家の関心は、相続税などより広範な税に向
いている(88)。 

また、個人富裕層のライフ・サイクルにつ
き、①資産の形成、構築又は獲得、②（形成
等した）資産の維持及び③将来世代への資産
及びその管理の移転という経路を取ることが
考えられ、これを税務の観点から見ると、①
（資産の形成等）の局面では、所得税が中心
的な課題となり、③（将来世代への資産の移
転）の局面では、相続税が中心的な課題とな
り得る(89)。 

次に、個人富裕層の資産の大半は、国内で
保有されているものの、少なからぬ部分が国
外で保有されており、「投資家が法的居住地も
税務上の住所も有しない国に保有する資産」
と定義される国外資産の割合は、世界の個人
富裕層の総資産額の 6.9％を占めるとされ(90)、
日本については、個人富裕層による海外資産
の割合は、1％とされている(91)。 

また、一般に、個人富裕層は、その他の納
税者に比べて、国家間を自由に移動すること
ができ、これは、多国籍企業の上級幹部など
の高額所得者及び大口資産家の双方に言える
ことであるが、税金だけが居住地の選択に当
たっての絶対条件ではなく、税金や金融サー
ビスに対する規制、ライフ・スタイルなどと
のバランスが考慮される(92)。 

(2) 個人富裕層のタックス・コンプライアン

ス 

イ 税務環境 

各国における全体的な税制等は、個人富
裕層が租税回避等を試みるに当たっての重
要な要素となるもので、所得税の税率は引
き下げられて来ているものの、依然として
約 40%程度の水準にあり、これは、個人富
裕層が所得税を軽減・回避する経済的イン
センティブとなっている(93)。この点は、上
述の「３ 動機」において説明したように、
「租税の負担軽減に要する費用がそのこと
によって軽減される租税額よりも小さけれ
ば、租税の負担軽減が図られる」というこ
とであるから、所得税の税率が高ければ、
その分、租税の負担軽減によって軽減させ
る租税額はより大きくなり、租税の負担軽
減をより図ろうとする、ということであっ
て、以前から、限界税率が高すぎたりその
累進が強すぎたりする場合には、一般に、
①事業意欲を阻害する恐れがある、②租税
回避の誘因となり、結果的に課税の公平を
損なう恐れがある、③租税回避のためのル
ープホール探しといったエネルギーの浪費
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や地下経済の横行による経済秩序の混乱と
いった弊害を生ずる、④諸外国との比較に
おいて経済活動の海外移転や人材の海外移
住を招くことになりかねない、といったよ
うな弊害があるとの指摘が行われてい
る(94)。また、個人富裕層は、個々の納税義
務だけでなく、全体での税負担に注目して
おり、個人富裕層が事業体を有する場合、
法人税に加え、消費税や給与に係る税が全
体での税負担として考慮される(95)。 

ロ コンプライアンス 

個人富裕層は、様々な（濫用的）租税回
避スキームを利用する傾向がある。 

まず、意図的に損失や控除を「生成」す
るスキームの利用があり、例えば、高額所
得者は、ノンリコース・ベースの融資を利
用して税額控除を拡大することにより税負
担の軽減を図ったり、パートナーシップを
利用したりし(96)、企業家は、例えば、事業
売買に関するキャピタル・ゲインに係る税
負担の最小化に関して、①利益を相殺する
のに十分な（実際には生じていない）損失
を創出する方法か、②信託などを利用して
居住地国では課税対象となる利益が生じな
いようにする方法を用いるなど、所得や資
産の移転、事業等に対する損失の取得など
に係る（濫用的）租税回避スキームの利用
が多い(97)。また、個人富裕層は、相続税の
免税点（基礎控除額）が高いがゆえに、相
続税の主たる課税対象となる可能性が高い
ため、相続税について、架空送金や贈与及
び売買として隠された贈与等の基本的なス
キームから、不動産等の資産に対する相続
税を回避するための海外資産保有を目的と
した信託や財団などを利用した巧妙なプラ
ンニングにまで及ぶ（濫用的）租税回避ス
キームの利用や税の軽減のみを目的とした
有形固定資産など相続税が優遇される資産
を取得したり、贈与について受贈者へ受益
所有権の移転する前に非上場の企業やパー

トナーシップなどの事業体を経由させたり
するスキームの利用が見られる(98)。我が国
においても、信託法が全面改正され、2007

（平成 19）年に施行され、これに合わせて
2007（平成 19）年度税制改正により、信
託課税制度の抜本的な改正が行われ、相続
税等に係る課税問題の解決が図られたが、
それでもなお解決すべき問題があることが
指摘されている(99)。さらに、資産の売却等
に当たっては、資産価値が上昇する場合、
納税者は結果として生ずる課税額を排除又
は軽減するスキームを利用しようとし、資
産価値が下落する場合、損失を移転し、そ
の他所得や利益を相殺するために利用しよ
うとする傾向がある(100)。 

なお、（濫用的）租税回避スキームにつ
いては、その生成には、会計士、弁護士、
銀行家及び税務・金融アドバイザーなどの
関与が基本となっており(101)、個人富裕層か
ら会計士等のプロモータ等に接触する需要
主導型と、会計士等のプロモータ等がスキ
ームを設計し、個人富裕層に接触する供給
主導型とがある(102)。供給主導型の場合、ア
メリカのケースを見ると、会計事務所等が
スキームの提供に積極的で、主要銀行は、
個人富裕層に資金を提供することによって
スキームの利用を促進し、非課税となる組
成体がその取引の相手役を務め、スキーム
の設計者は、金融上の助言を投資会社に求
め、法律上の意見を法律事務所に求めてい
る(103)。需要主導型の場合、個人富裕層は、
税の軽減を支援してもらう目的で会計士や
金融アドバイザーに接近し、これらの者は、
専門的な税務弁護士やその他のアドバイザ
ーと協働してオーダーメイド型の商品を提
供する(104)。つまり、ある程度の所得が得ら
れるようになると、金融機関などから様々
な金融商品の勧誘が来るようになるが、本
当の富裕層については、専門のチームが付
いていて、その指導の下、資産運用や税務
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対策がなされるようになる(105)。 

次に、キャピタル・ゲインへの課税が通
常の所得への課税よりも有利であるため、
通常の所得をキャピタル・ゲインに転換す
るスキームの利用も見られる(106)。例えば、
金融企業家は、収入の大部分が税率の低い
キャピタル・ゲインの対象となるようにす
るなどしている(107)。 

さらに、個人富裕層は、一般に、国家間
を自由に移動することができるため、各国
に様々な事業体や個人資産を保有する可能
性があり、税や法律その他の領域に関する
様々な枠組みに対処することの複雑さは、
コンプライアンスをより困難にする可能性
があるとともに、租税回避の機会も増大す
る(108)。例えば、国家間を移動する企業幹部
は、そのメリットを活かそうとし(109)、また、
業績連動型報酬のヘッジファンドマネジャ
ー等の金融企業家も、その事業の主要な要
素は人と無形資産であり、どちらも国家間
を自由に移動できることから、ある国にお
ける税制の大幅な変更は、税額の軽減を図
るための事業機能等の移転に繋がる可能性
がある(110)。端的に言えば、「ある国におい
て税金を払うことを回避するもっとも簡単
な手段は、税金について寛大な別の国の居
住者になることである」(111)ということであ
る。Ｆ１のレーサー、テニスのスター・プ
レーヤー、ショー・ビジネスのスターといっ
たような金持ちの有名人や国外で仕事をす
るビジネスマンなどがこの方法の最初の利
用者であった(112)ように、スポーツ選手や芸
能人も、それぞれの分野で成功している者
は、高額の無形資産を形成し、肖像権、興
行権、製品の推奨等に係る高額の手数料を
得ており、その職業柄、国家間を移動する
ことが多く、そのため、クロス・ボーダー
に係る問題が突出している(113)。富裕投資家
も、国家間を自由に移動することが多く、
好ましい課税環境の国に魅力を感じる可能

性が強く、その場合、税務上の居住地を移
動させるより、外国源泉の所得や利益に対
して課される税を軽減する目的で、無税又
は低税率で課税されるオフショア事業体を
通じて投資を行っている(114)。また、相続税
については、高すぎる相続税の負担を回避
する目的で居住地を移転し、資産を再構成
するという傾向も見られる(115)。 

なお、個人富裕層について個別に見ると、
高報酬の従業員は、報酬は短期的には高額
であるものの、ストック・オプション等、
現金以外の形態を採ることも多く、仕事の
保障が低く不安定であるため税引き前の所
得水準を維持しようとするインセンティブ
が強く(116)、企業家は、「起業型」の企業家
の場合、課税上の危険性（リスク）に積極
的であるのに対し、「事業承継型」の企業家
も場合、長期的成功と資産の保全に主眼を
置く(117)。また、金融企業家は、事業活動の
性質上、金融・税務問題に精通しているた
め、比較的積極的な戦略を展開する傾向が
ある(118)。さらに、相当な金額を相続する個
人は、その資産を維持するための手法等も
受け継ぐ可能性がある(119)。 

 

５ 富裕層への対応 

(1) 税務行政の現状 

まず、富裕層への対応の前提として、税務
当局が利用できる資源（リソース）が限られ
ていることから、資源（リソース）は、課税
ベースにとってより大きな脅威（ハイ・リス
ク）となると考えられる領域に集約されなけ
ればならず、それゆえ、個人富裕層に資源（リ
ソース）を集中することは正当化される(120)。 
例えば、我が国について、国税庁の定員の
推移を見ると、2013（平成 25）年度予算で
は 5万 5,856人と、ピーク時である 1997（平
成 9）年の 5万 7,202人から見ると 1,300人
余り減って、1991（平成3）年以来の5万6,000

人割れとなっており、国家公務員全体で定員
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が削減されている中で、国税職員についても
定員が削減されてきており、定員状況は厳し
いものとなっている（図５参照）(121)。また、
法人税、所得税及び消費税についての申告件
数の推移を見ると、1989（平成元年）の 2,111

万件が、2011（平成 23）年分で 2,783 万件
と、3 割ほど増えており、その間、制度改正
の影響を受けて、若干の増減はあるが、全体
として以前に比べて大分申告件数が増えてい
る状況にある(122)。一方、実調率の推移を見る
と、法人については、以前は 10％を超える水
準であったが、1989（平成元）年で 8.5％、
最近では約 4％という水準になっており、ま
た、個人については 1％台と、実際に調査を
行っている割合が最近は非常に低くなってい
る（図６参照）(123)。この背景には、申告件数
が増えていることに加え、一つ一つの事案が
質的にも難しくなってきており、調査等に要
する時間もかかるようになってきていること
もあるものと考えられる(124)。 

つまり、個人や企業による申告件数が近年
著しく増加し、それらを処理するための国税
当局の事務量は大幅に増加し、また、経済活
動においても、IT化が著しく進展するととも
に、企業のみならず個人についても国境を越
えた多様な経済・投資活動が増加し、それに
伴う経済取引の複雑化や巧妙な租税回避行為
などが、国税当局による調査・徴収事務を従
来に増して困難なものにしているように、税
務行政を取り巻く環境は、質・量ともに厳し

さが増してきており、一方、厳しい行財政事
情の下で、国税庁の定員は、依然として厳し
い状況にあり、上述したような厳しい環境の
下で、従来以上に、人的・物的資源を効果的・
効率的に配分しながら、メリハリのある税務
行政を進めていく必要性が生じている(125)。 

(2) 執行上の対応 

イ 効果的な情報収集・活用 

そこで、個人富裕層への具体的な対応と
しては、まず、効率的な情報収集とその活
用があり、税務当局は、資源（リソース）
を集中して、富裕層に係る生活様式、財産、
個人的興味の対象や事業を行う場所など、
様々な公開情報について、雑誌や新聞、イ
ンターネットなどから、収集するとともに、
他の政府機関、規制当局、富裕層に関する
個人情報を有する第三者機関から頻繁に情
報の提供を受けるなど、個人富裕層に関す
る情報を最も効果的に収集することが考え
られる(126)。 

また、濫用的租税回避スキームについて
は、当該濫用的租税回避スキームの類型に
関する情報の早期入手が不可欠であり、こ
のような情報は、調査等を通じてもたらさ
れているが、調査等を通じた情報収集につ
いては、当該スキームの利用と申告、調査
との間に時間差があり、税務当局が古いス
キームを把握し、その処理に追われる間に、
スキームは更に進化していくこととなりか
ねないことから、当該スキームに係る情報
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収集を早期に行い、抜け穴を塞ぐのに必要
な時間を短縮するためには、後述するよう
に、濫用的租税回避スキームの開示を義務
付けることも考えられる(127)。 

この点については、我が国においては、
濫用的租税回避スキームの開示を義務付け
るものではないが、納税者の予測可能性を
高めるために、事前照会制度を設けており、
具体的には、納税者が実際に行う取引など
への税法の具体的な適用関係に不明な点が
ある場合は、税務署や国税局で事前照会に
応じており、このうち、文書による回答の
求めがあった場合には、一定の要件の下に
回答を文書で行うとともに、他の納税者の
予測可能性の向上に役立つよう、その内容
を国税庁ホームページで公表するなどして
いる(128)。 

ロ 国際協力 

次に、個人富裕層は国家間を自由に移動
し、複数の国に存在する可能性があるため、
国際協力は個人富裕層の濫用的租税回避を
摘発するのに有効であり、税務当局は、特
にクロス・ボーダーの問題に取り組む上で、
協調し対象を絞った方法で協力する必要が
あり ( 129 )、一部の国は、JITSIC（Joint 

International Tax Shelter Information 

Centre（国際タックスシェルター情報セン
ター））を通じて個人富裕層に係る租税回避
スキームに関連した情報交換を行ってい
る(130)。 

個人富裕層への対応に係る国際協力に
ついては、2009（平成 21）年 5 月の第 5

回 OECD 税務長官会議（FTA）における
総括声明「税務コンプライアンスに関する
個人富裕層との協働」において、「戦略・業
務レベルの双方における、より一層の国際
的な協力は、税務当局間の、特にクロスボ
ーダーの変化に関する情報や知見の共有を
促進するだろう。」と述べられ(131)、その後、
2010（平成 22）年にトルコのイスタンブ

ールで開催された第 6 回 OECD 税務長官
会議（FTA）においても、その声明におい
て、個人富裕層について、「我々は、個人富
裕層の税務コンプライアンスに係る経験や
知識を共有するため税務当局間の専門家の
ネットワークを構築した。かかるネットワ
ークにより、個人富裕層による濫用的租税
回避への対抗戦略の傾向、個人富裕層がも
たらす税務リスクへの組織的対処、協調戦
略及び個人富裕層による過去のノン・コン
プライアンスに関する自主開示イニシアチ
ブなどの情報を共有してきた。我々は、引
き続き情報を共有し、このイニシアチブへ
のその他の国の参加を歓迎する。」との言及
がなされ(132)、さらに、2011（平成 23）年
にアルゼンチンのブエノスアイレスで開催
された第 7回OECD税務長官会議（FTA）
においても、「オフショア・ノンコンプライ
アンスへの対応」が議論され、2011（平成
23）年に設置されたネットワークと呼ばれ
る各国当局の専門家会合の活動状況に関す
る報告がなされ、租税回避スキームに関す
る情報共有や租税条約等に基づく情報交換
を更に推進するなど、各国当局間での協力
をより緊密に行うことにより、国際的な租
税回避に対抗していくことの重要性が強調
された(133)。直近でも 2013（平成 25）年 5

月に、モスクワで、第 8 回 OECD 税務長
官会議（FTA）が開催され、「質の高いサ
ービスを提供することによって税に関する
コンプライアンスを高いレベルで確保する
こととともに、地下経済を含む、あらゆる
形態の脱税及び濫用的租税回避に効果的に
対応することに努めている」とした上で、
OECD 加盟国の税務当局は、「一体的な行
動を行うことを合意し、団結して税務行政
の効率を向上させることを決意するととも
に、国際的な脱税及び濫用的租税回避に断
固として対抗する」との声明が出され、「各
論」として、「オフショアにおける脱税」に
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ついて、各国税務当局は、「オフショアにお
ける脱税の発見において条約相手国と情報
を共有する」とし、具体的には、「国境を越
えた金融取引についての情報収集能力の改
善、銀行取引の解明、及び複雑なスキーム
における真の受益者の特定を行うためのツ
ールを開発した」とし、また、オーストラ
リア、イギリス及びアメリカの 3 か国は、
「オフショアを利用した複雑なスキームを
明らかにする極めて大量のデータをすでに
入手しており」、他の加盟国にとって「関連
のある情報については、これを共有すべく
利用していく予定」としており、さらに、
幾つかの加盟国が「国際調査報道ジャーナ
リスト連合（ICIJ）に対し、オフショアに
おける脱税について取得した情報を提供す
るよう要請した」とし、また、「税の透明性
と情報交換の拡大」について、各国税務当
局は、「透明性の向上と包括的な情報交換を
希求する」とした上で、「情報交換を可能に
する協定のネットワークは大きく広がって
おり、・・・税務調査官に必要な訓練を行う
とともに、これらの協定における条項の利
用を速やかに拡大し、そのような協定に基
づいて得た情報の有効かつ安全な活用を確
保する。さらに、我々は自動的情報交換へ
の関心の拡大を歓迎し、今後の基準となる
ことが期待される自動的な情報交換に向け
て取り組むこと、また、適切に条約相手国
と自動的情報交換を行うことを全ての国に
対して促す」としている(134)。 

また、JITSIC については、アメリカ・
ワシントン（2004（平成 16）年～）及び
イギリス・ロンドン（2007（平成 19）年
～）に開設されており、参加国の代表者に
より、国際的租税回避スキームについての
情報交換が行われることにより、スキーム
の全貌が速やかに解明されるとともに、当
該スキームの販売仲介者や顧客に関する情
報の活用が容易になることなどが期待され

ているもので、国税庁からも、国際的租税
回避スキーム解明の専門家が派遣されてい
る(135)。 

ハ 広報戦略 

さらに、広報は、納税者一般のコンプラ
イアンス行動に大きな影響を及ぼし、社会
の注目度の高い個人富裕層においては、特
に効果的であり、税務当局は、税務上疑義
のあるスキーム等についての情報やより広
範な適正申告の周知など、様々な広報戦略
を利用できるとともに、多くの国は、訴訟
を通じて、個人富裕層に対し、「濫用的租税
回避の利用には危険性（リスク）がある」
という警告を発している(136)。 

例えば、上述の第 8 回 OECD 税務長官
会議（モスクワ）においては、その総括声
明において、「脱税者及びこれを手助けして
いる者」に対しては、「どれほど必死に隠そ
うとしようが、我々は必ず見つけ出す」と
云う極めてシンプルなメッセージを発して
いる(137)。また、我が国においても、上述の
「オフショアを利用した複雑なスキームを
明らかにする極めて大量のデータ」につい
て、国税庁は、2013（平成 25）年 5 月、
オーストラリア国税庁から、同庁が入手し
たオフショア（いわゆるタックスヘイブン
国・地域等）に所在する事業体（法人・信
託等）に関する大量の情報のうち、我が国
の納税者に関連すると見込まれる情報の提
供を受けたことを明らかにし、当該情報に
ついては、既に分析を開始しており、今後、
国際的な課税逃れや、2014（平成 26）年
から提出が必要となる国外財産調書の提出
義務者等の把握の端緒となるものと見込ん
でいる、と公表している(138)。また、東京国
税局は、某法人が開発・商品化した、企業
が新規投資する償却資産を単年度又は複数
年度において有利な償却比率で損金処理す
ると称するサービス等について、東京国税
局の審理担当課に対し、当該商品が、リー



税大ジャーナル 22 2013. 11 

 

143 

ス取引、売買、金融取引のいずれにも該当
しないとする同社の見解について、国税局
の見解を求められたのに対し、「貴見のとお
り取り扱われるとは限りません」と回答し
たにもかかわらず、その後、同社が、同社
のホームページに、当該商品の税務上の取
扱いについて、東京国税局から、東京国税
局の単年度において 100％又は自由な償却
比率で損金処理することができる旨の回答
を受けた旨の記載がなされていたことから、
東京国税局は、同社に対し、同社のホーム
ページの事実に反する記載の訂正・削除な
どを求めたが、改善が見られないため、同
社に対し、抗議書及び警告書を送付すると
ともに、東京国税局のホームページの「お
知らせ」欄に、「誤解を招くホームページに
ご注意ください」と題し、同社の社名等を
明記して、注意喚起を行う注意文書を掲示
し、消費者等国民に対する情報提供を行っ
ている(139)。 

ニ 訴訟戦略 

濫用的租税回避に係る法律の適用につ
いては、税務当局と納税者の間で見解の相
違があると、最終的には、「訴訟」に持ち込
まれることとなるが、訴訟を行うことは、
訴訟費用等の追加費用の発生も含め、納税
者とそのアドバイザーにとって一段と危険
性（リスク）が高くなり、市販の濫用的租
税回避商品への需要を抑制することとな
る(140)。ただし、我が国においては、不服審
査前置主義を採っており、審判所の審理（裁
決）については、行政組織内の判断（処分）
であることから、審判所の裁決については、
納税者サイドは更に行政訴訟を提起できる
が、課税当局サイドは行政訴訟を提起でき
ないと云う点に留意する必要がある。 

ホ 協力的戦略 

税務当局は、個人富裕層に起因する問題
に対応するために、納税者に自主的に関連
情報を提供するよう協力を求め、濫用的租

税回避等を減少させるために納税者の行動
に影響を及ぼすことを目標とした戦略を検
討すべきである(141)。 

この協力的戦略については、納税者と税
務当局との間の信頼と協力関係の構築に基
づいていることから、税務当局サイドにお
いては、①成熟した法制度、②守秘義務の
尊重、③公平性、比例性、誠実な対応及び
能力が不可欠な前提条件となる(142)ととも
に、個人富裕層とそのアドバイザーによる
積極的な参加や税務当局に対する信頼の醸
成等が必要である(143)。 

へ 個人富裕層に重点を置いた取組み 

近年、国税庁においては、税務調査等に
ついては、大口・悪質な不正事案に厳正に
対応するほか、社会・経済情勢の変化に鑑
み、富裕層・無申告・国際化事案などの重
点課題に積極的に取り組むこととしている
旨説明し(144)、富裕層については、「調査に
おいて重点的に取り組んでいる事項」とし
て、「資産運用の多様化・国際化を念頭に置
いた調査を実施」することを挙げ、具体的
には、高額な所得が見込まれるが申告額が
少なかったり、そもそも申告を行っていな
かったりする者などについては、資産運用
の多様化・国際化も念頭に置いた上で調査
等に取り組んでいる、とし、「海外資産等の
申告除外を把握した事例」として、①会社
役員が、海外で受領した報酬を海外金融機
関に留保の上、これを運用し、多額の運用
益を得ていたが、申告から除外していた事
例及び②相続税の申告から除外されていた
海外預金を、海外の税務当局との情報交換
によって把握した事例を挙げている(145)。 

(3) 組織上の対応 

イ 専門家の採用 

税務当局が個人富裕層に係る税務上の
問題についての専門家を採用することは、
その個人富裕層への対応能力を向上させ、
個人富裕層等との関係を改善することに有
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効であり(146)、具体的には、個人富裕層の顧
客に直接関与した経験を持つ専門家を採用
することは、タックス・プランニングの需
要を促進する重要な要因等についての理解
を深めることになる(147)。 

我が国においても、民間企業における実
務の経験を通じて効率的かつ機動的な業務
手法を体得している者について交流採用を
して行政運営の活性化を図り、もって公務
の能率的な運営に資することを目的とする
「国と民間企業との間の人事交流に関する
法律」（官民交流法）(148)や行政の高度化、
多様化、国際化などが進展する中で、これ
らの変化に的確に対応して、国民の期待す
る行政を遂行していくために部内育成だけ
では得られない有為な部外の人材を活用し
ていく観点から民間人材の採用の円滑化を
図るため、公務に有用な専門的な知識経験
等を有する者を任期を定めて採用すること
などができるようにする「一般職の任期付
職員の採用及び給与の特例に関する法律」
（任期付職員法）(149)が制定されるなど制度
が整備されており、国税庁においても、東
京国税局等における国際調査審理官等の国
際課税の専門職や国税不服審判所における
国税審判官に、税理士や弁護士などの職に
あった民間の専門家を任期付職員として採
用している(150) (151)。 

ロ 専担部署の設置等 

税務当局が、その部内に個人富裕層に関
する情報を収集する専担部署を設置するこ
とにより、当該専担部署が、中心的になっ
て、個人富裕層等に係る情報の収集及び管
理について、①運用部署へのスキームの詳
細の提供、②運用部署に情報を伝達するた
めの特定の枠組みの提供などを行うことは
有効である(152)。 

当該専担部署の機能については、個人富
裕層に係る情報の収集・管理のほか、個人
富裕層に、法令を遵守しない場合は税務当

局から追及される可能性（リスク）がある
との明確なメッセージを伝えること、それ
により濫用的行動を軽減し、コンプライア
ンスを高めること、また、税務職員の専門
性を高め、個人富裕層のアドバイザーの専
門知識等に対抗できるようにすることなど
である(153)。 

我が国においても、必ずしも個人富裕層
専担ということではないが、国際的租税回
避への対応の充実の観点から、2002（平成
14）年から、主要な国税局に「国際化対応
プロジェクトチーム」を設置するなどして、
国際的租税回避スキームの把握と実態解明、
調査等の充実・強化に取り組んできたとこ
ろであり(154) (155)、この取組みについては、
国際取引が年々増加する一方であり、また、
その取引には金融や法律・税の専門家など
が関与した、より一層複雑なスキームが用
いられるようになったことから、更なる国
際取引への適正な課税の実現のため、2009

（平成 21）年に、新たに専門的かつ組織横
断的な事務運営を行う部署として、東京国
税局及び大阪国税局の課税第一部に国際取
引を専門に担当する統括国税実査官部門が
設置され、国際租税回避スキーム等に関す
る情報収集、実態解明、調査の企画・立案、
分析及び調査支援の充実が図られてきてい
る(156)。 

ハ 職員の能力向上 

個人富裕層への対応に当たる専担部署
等において、個人富裕層を担当する職員に
ついては、「ビジネス実務の認識」は非常に
重要であり、具体的には、①金融上の取極
め、②投資及び資産のプランニングに用い
られる組成体（信託、基金、財団等）、③国
際課税問題（税務上の居住地、二重課税条
約、被支配外国子会社、外国信託及び外国
投資ファンド等）、④相続問題、⑤プライバ
シー問題、⑥個人富裕層のリスクポジショ
ンなどについての知見が必要である(157)。ま
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た、ビジネス実務の認識は、最新の状態に
保たれる必要があり、したがって、そのた
め、研修と能力開発が継続して行われるこ
とが重要である(158)。 

また、個人富裕層を担当する職員は、専
担部署が担当する諸税について高度な専門
的知識等が必要であり、特に、個人富裕層
に影響を及ぼす可能性が最も高い税務上の
規定（居住者ルールなど）に関する知識が
必要であり、また、関連する税が多いこと
から、照会等に対応できるように、関連す
る税に関する全ての一般知識が必要とされ
る(159)。 

これらの点については、国税庁において
も、国際課税の観点から、職員の研修機関
である税務大学校において、国際課税に関
する法規や租税条約、金融取引、語学など
の研修を実施し、職員の国際課税に係る調
査能力の向上を図っている(160)。 

(4) 制度上の対応 

イ 租税回避行為否認規定 

また、税務当局が意図した範囲を超えて
法律を拡大解釈しようとするスキームを防
止するために、一般的租税回避防止規定や
個別的租税回避防止規定は有効である
が(161)、一般的租税回避防止規定は、あらゆ
る形態の租税回避に対する万能薬ではなく、
個別的租税回避防止規定等により補完され
なければならない(162)。その場合、税務当局
は、収集した情報を基に、租税回避商品に
焦点を絞った税制改正を行うことにより、
濫用的租税回避の機会を更に減ずることが
可能になる(163)。 

ただし、租税回避防止規定のうち、一般
的租税回避防止規定については、「否認の要
件は一般的・抽象的にならざるを得ないか
ら、解釈上否認を認めた場合と同様に、法
的安定性・予測可能性が害されるおそれが
大きい」(164)と云うデメリットが指摘され、
現在、租税回避行為が増加傾向にあると考

えられること、また、そのような租税回避
行為に対して課税当局が必ずしも有効な対
抗策を持ち得ていないことから、一般的否
認規定の導入の必要性を指摘する声もあ
る(165)が、一般的否認規定に対する消極的な
意見も有力である現状においては、一般的
否認規定導入の条件とされる「全体の判例、
学説等が帰一してくるという時期」は未だ
至っていない(166)と言え、その導入は容易で
はないと考えられる。 

ロ 資料情報制度の充実 

上述の個人富裕層に係る情報収集につ
いては、個人富裕層に対し、その資産や負
債に係る財産状況報告書の提出といった情
報の提供を要求することも考えられる(167)。 
我が国においては、所得税法等において、
支払調書、源泉徴収票、計算書及び調書（法
定資料）の提出義務が課されているほか、
租税特別措置法等において、国外資料提出
義務や市町村長等による死亡又は失踪に関
する情報の通知義務、総収入金額及び必要
経費の内容を記載した書類の確定申告書へ
の添付義務や総収入金額報告書の提出義務
も課されており、これらも広い意味での資
料情報制度に当たるということができ
る(168)。 

なお、法定資料については、国外財産の
把握体制が十分でない中、内国税の適正な
課税及び徴収に資するため、一定額（5,000

万円）を超える国外財産を保有する個人（居
住者）に対し、その保有する国外財産に係
る調書の提出を求める国外財産調書制度が
創設され、2014（平成 26）年 1月 1日以
後に提出すべき国外財産調書について適用
されることとなったが、その背景には、国
外に所在する財産から生じる所得等につい
ては、従来から国外送金等調書をはじめ、
税務調査その他の調査において収集した情
報や、外国当局との情報交換により得た情
報に基づき、適正な課税の確保に努めてき
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ていたものの、こうした国外財産について
は、①日本の税務当局が外国金融機関等に
調査権限を行使することや、資料情報の提
出を求めることは執行管轄権の制約から困
難であり、また、②条約に基づく情報交換
により網羅的に納税者情報を求めることは
困難であるなど、その把握体制には限界も
あり、このような状況の下、近年、国外財
産の保有が増加傾向にある中で、国外財産
に係る所得税や相続税の課税漏れが増加し
てきており、国外財産に係る課税の適正化
が喫緊の課題とされたことなどを踏まえ、
適切な課税・徴収の確保の観点から、国外
財産に係る情報の的確な把握への対応とし
て、諸外国の例も参考にしつつ、納税者本
人から国外財産の保有について申告を求め
る仕組みとして「国外財産調書制度」が創
設されることとなったものである(169)。 

ハ 情報開示の義務化 

濫用的租税回避スキームについては、当
該濫用的租税回避スキームの類型に関する
情報の早期収集を図り、抜け穴を塞ぐのに
必要な時間を短縮するためには(170)、当該ス
キームの早期開示を義務付ける強制開示制
度が有効であり、これにより、当該スキー
ムが課税ベースに重大なリスクをもたらす
とみなされた場合にはその利用を阻止する
ために法律を迅速に改正することが可能に
なり、また、濫用的租税回避取引に関する
情報について報告義務を課すことも有効で
ある(171)。 

この情報開示の義務付けについては、当
該スキームに係るプロモータを対象とする
ことも考えられるが、我が国の場合、①我
が国において公認会計士などのタックス・
プロモータへの報告の義務付けが可能か、
②氏名を特定しない第三者情報に係る提出
義務を法律に規定できるか、③報告対象と
なる取引について定義できるか、④これま
での法定調書と比較して詳細な報告内容の

ものを提出させられるか、⑤タックス・シ
ェルターに係る報告義務違反に対して厳し
い罰則規定を置くことは可能か等の疑問が
呈されており(172)、中でも、②（「氏名を特
定しない第三者情報に係る提出義務を法律
に規定できるか」）については、そもそも報
告対象となる取引について定義できるので
あれば、むしろ、同様のことを一般的否認
規定として税法に規定するべきではないか、
という疑問が生ずる余地がある(173)。 

ニ 罰則等の強化 

濫用的租税回避行為を減少させるため
には、濫用的租税回避スキームの効果を減
少させるようにする必要があり(174)、具体的
には、濫用的租税回避スキームの利用に係
る罰則は有効な抑止力となり、当該スキー
ムへの需要を減退させる(175)。 

濫用的租税回避行為については、納税者
だけでなく、当該濫用的租税回避行為に係
るプロモータ等にも罰則を課すことが考え
られるが、そのためには、納税者による脱
税を必要とするため、納税者が善意で行動
した場合、税務当局は、プロモータの責任
を追及できない可能性がある(176)。また、プ
ロモータについては、罰則に加え、スキー
ムの販売を中止させる命令等、他の制裁を
課すことも考えられ、当該制裁については、
職業倫理規定に基づくプロモータの問責、
営業停止処分、弁護士資格の剥奪などの職
業団体による措置も含まれ得る(177)。さらに、
プロモータは、スキームが課税上否認され
た場合に、顧客から民事訴訟を起こされる
危険性（リスク）を負うことになることは、
その活動の抑制要因となり得る(178)。 

ただし、例えば、租税回避商品を開発・
販売したプロモータに対して罰則を課す制
度を導入するとしても、どのような場合に
罰則が課されるかについて、予測可能性を
確保する必要があり、具体的には、まず、
租税回避商品を用いた納税者の租税回避行
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為を否認したことに基づいて、当該租税回
避商品を開発・販売したプロモータに罰則
を課す場合は、どのような場合に当該納税
者の租税回避行為が否認されるかを具体的
に明らかにする必要があり、また、租税回
避商品自体を根拠に当該租税回避商品を開
発・販売したプロモータに罰則を課す場合
も、罰則の対象行為を明示すると云うこと
は、とりもなおさず、どのようなものが租
税回避商品に該当するかを明確にすると云
うことであり、いずれにしても、「租税回避」
等の定義を立法化することにほかならず、
結局は、一般的否認規定の創設と同様の困
難性を抱えると言っても過言ではない(179)。 
ホ 過去の脱税等に係る自主開示の促進 

国際的な情報交換の促進により、納税者
に係る所得や資産について、当該情報交換
等により税務当局が把握する前に、納税者
による自主開示を促進する可能性があ
り(180)、この場合、過去の脱税等について、
税務当局が把握する前に自主開示がなかっ
た場合には、厳正に対処する一方で、自主
開示等を促進する措置も講じている(181)。こ
の自主開示を促進する措置としては、資産
や所得を正しく申告していなかった納税者
が自主的に開示・申告を行った場合に、こ
れに本来ならば課される加算税等を減免し
たり刑事告発を免除したりする制度（タッ
クス・アムネスティ（租税特赦））(182)が考
えられる。 

(5) 所得再分配機能の強化 

イ 所得税の最高税率の見直し 

2013（平成 25）年度の税制改正におい
て、現行の所得税の税率構造に加えて、課
税所得4,000万円超について45％の税率を
設けることとなり、2015（平成 27）年分
以後の所得税について適用されることと
なった。 

この改正については、所得税について、
これまでの大幅な累進緩和の結果としてフ

ラット化が進み、我が国経済に格差拡大の
傾向が見られる中で、所得再分配機能が低
下しているという状況を受けて行われたも
のである(183)。 

ロ 相続税の基礎控除及び税率構造の見直し 

2013（平成 25）年度の税制改正におい
て、①相続税の基礎控除について、現行の
「5,000万円＋1,000万円×法定相続人数」
を「3,000万円＋600万円×法定相続人数」
に引き下げるとともに、②相続税の最高税
率を 55％に引き上げるなど税率構造の見
直しが行われ、2015（平成 27）年 1 月 1

日以後に相続又は遺贈により取得する財産
に係る相続税について適用されることと
なった。 

また、贈与税の税率構造について、最高
税率を相続税の最高税率に合わせる一方で、
子や孫等が受贈者となる場合の贈与税の税
率構造を緩和する見直しが行われた。 

この改正は、相続税について、地価が大
幅に下落する中においても、バブル期の地
価上昇に対応した基礎控除や税率構造の水
準が据え置かれてきた結果、課税割合が低
下する等、富の再配分機能が低下している
という状況を受けて行われたものである。 

 

６ 終わりに 

現行の社会保障制度の基本的な枠組みが構
築された 1960年代（昭和 35年～昭和 45年）
から今日に至るまでの間に、社会保障制度の
前提となる社会経済情勢は、少子高齢化の進
展、雇用環境の変化、家族のあり方の変容、
経済成長の停滞など、大きく変わっており、
このような変化の中で、「社会保障・税一体改
革」は、①社会保障の充実・安定化と②財政
健全化は、我が国にとって待ったなしの２大
目標となっている(184)。 

現在の日本の非常にひっ迫した財政状況に
ついては、OECD諸外国における政府の総支
出・社会保障以外の支出・租税収入を対 GDP
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比によると、政府の支出（国民の受益）は低
いものの、政府の収入（国民の負担）が更に
低くなっているために受益と負担のバランス
がとれていない状況にあり、このような日本
の社会・経済情勢の変化に対応し、安心で持
続可能な社会保障制度の実現を目指すことを
目的として、消費税をはじめとする税制抜本
改革により、社会保障の充実・安定化と財政
健全化を同時に達成させることへの第一歩と
して「社会保障・税一体改革大綱」が閣議決
定されたものである(185)。 

また、これまで見てきたように、我が国の
社会における「富の再分配」については、様々
な要因が相まって、最近になって弱まってき
ており、租税における「所得の再分配機能」
の低下は、必ずしもその主因ではないが、そ
の一因となっていることが指摘されている。 

租税における「所得の再分配機能｣について
は、様々な議論があるが、今日では、種々の
社会問題の登場とともに、その解決のために
国家が何らかの程度において分配状態の是正
＝再分配を行うことが不可避となるとともに、
国家の正当な任務の一つであると考えられる
ようになった(186)。 

したがって、財政健全化の一助となるとと
もに、「富の再分配」をより機能させる観点か
ら、我が国においても、富裕層への対応をよ
り的確に行うことが求められているものと考
えられる。 

もちろん、個人富裕層については、その所
得等に比し、税負担が少ないという社会的な
認識は、必ずしも事実ではない(187)が、所得税
の大きな部分を負担し、相続税等についても
相対的な貢献度は更に高くなっており(188)、そ
の対応の充実を図ることは以前に増して重要
となっている。 

したがって、今後も、上述したような①執
行上、②組織上及び③制度上の対応の充実を
図っていくことが求められているが、その際
に留意すべきは、租税負担の軽減を図る方法

については、「節税」、「租税回避」及び「脱税」
の三つのタイプが考えられるところ、租税負
担の軽減を図る動機を減退させるためには、
「負担することとなる租税額の軽減化」と「租
税負担の軽減に要する費用の増大化」とが一
種の対抗策となり得るが、「租税負担の軽減に
要する費用の増大化」は、「租税回避」及び「脱
税」の抑制には効果を発揮すると考えられる
が、「節税」については、当該「節税」が合法
なものである限り、効果が限定的なものにな
らざるを得ないと考えられる。また、「節税」
にも効果がある「税率の引上げ」による累進
構造の充実は、租税による「所得の再分配」
機能の強化を図る観点から重要であると考え
られる(189)が、反面、「負担することとなる租
税額の増大化」に繋がり、「租税回避」や「脱
税」の指向に繋がる懸念もある。 

このように、個人富裕層への対応について
は、様々な方法が議論されており、その効果
や影響を十二分に見極めながら、具体的な措
置を講ずることが必要となっている。 
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